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〈施設園芸（トマト）特集〉─食農リサーチ─

小幅に増加している。（第１図）。

出荷量の内訳をみると、80年以降、夏秋は

減少傾向にある。一方、冬春は緩やかに増加

し、93年以降、夏秋の出荷量を上回り、16年

時点で出荷量全体の56.7％を占めている。こ

のように、冬春の出荷量が増加したことで、

月平均（16年中）の冬春（5.4万トン）と夏秋（5.8万

トン）の出荷量の差は縮小し、周年供給が進ん

でいる。

2　主産地では熊本の伸びが著しい

次に、冬春の主要産地の出荷量の変化につ

いてみていくことにする。第１表は、上位５

県の出荷量等について16年と11年を比較した

ものである。16年の出荷量は熊本が10.1万トン

で最も多く、次いで愛知（4.0万トン）、栃木（2.8

万トン）、千葉（2.2万トン）、福岡（1.6万トン）の

順となっている。16年までの５年間の変化を

2015年のトマト産出額は2,434億円で、野菜

産出額（２兆3,916億円）の10.2％を占め、野菜の

なかでも最も産出額が多い品目である。

そこで、冬春トマトに焦点を当て、都道府

県別にみた出荷量の最近の特徴的な変化を紹

介する。

1　冬春トマトの生産拡大

トマトは主な出荷時期によって冬春トマト

（以下「冬春」）と夏秋トマト（以下「夏秋」）に分

けられる。冬春は、ハウスで栽培され、出荷

は12月から翌年６月までの７か月間である。

夏秋は雨よけや露地での栽培が主体であり、

７月から11月にかけて出荷される。

出荷量の推移をみると、冬春と夏秋の合計

は1979年の93万トンをピークに大きく減少し、

80年代半ばから00年まで、ほぼ横ばいで推移

した。その後緩やかに減少したが、10年から
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トマト生産をめぐる最近の傾向
─ 主産地以外でも拡大する生産 ─
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全国 357,700 100.0 380,100 100.0 6.3
1位 熊本 80,300 22.4 101,300 26.7 26.2
2位 愛知 39,800 11.1 40,400 10.6 1.5
3位 栃木 26,500 7.4 27,600 7.3 4.2
4位 千葉 22,700 6.3 21,900 5.8 △3.5
5位 福岡 16,700 4.7 16,200 4.3 △3.0

上位5県合計 186,000 52.0 207,400 54.6 11.5
資料 第1図に同じ

第1表　 冬春トマトの出荷量比較（上位5県）
（単位　トン、％）
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資料　農林水産省「野菜生産出荷統計」

第1図　トマト出荷量の推移

冬春トマト
夏秋トマト 冬春トマト割合（右目盛）
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これらの県では、環境制御型の高軒高ハウ

スで栽培を行う大規模経営体が、新たに生産

を開始したことが影響しているものと考えら

れる。

山梨の状況を具体的にみると、県内でも特

に北杜市において、12、13年にトマト栽培を

行う複数の大規模経営体が設立された（第３

表）。長い日照時間や豊富な水資源等の環境条

件のもと、行政からの支援が設立を後押しし

たものとみられる。そして14年以降、それら

経営体は順次生産を開始し、県農政部による

と、16年頃から、生産が軌道に乗り始めてい

るという。

このように一部地域で大規模経営体が設立

された影響等もあり、山梨では96年から減少

傾向にあった作付面積が15年以降、増加に転

じている。そして生産が本格化したことによ

り、県全体の出荷量の拡大にもつながってい

る。

大規模経営体による施設園芸の展開は、今

後も全国的に拡大していくものとみられる。

こうした取組みが、当該地域の農業構造にど

のような変化をもたらすのか、引き続き注目

していく必要がある。
（ふくだ　あやの）

みると、順位に変化はないが、これら主産地

の出荷量が全国合計に占める割合は52.0％か

ら54.6％へと上昇している。

それぞれの県の動きをみると、千葉、福岡

は出荷量が減少しているが、熊本、愛知、栃

木は増加している。

11年比増減率をみると、熊本（26.2％）は愛知

（1.5％）、栃木（4.2％）と比べて伸びが大きく、

全国合計に占める割合も22.4％から26.7％へと

上昇している。熊本では、近年、八代市や玉

名市を中心とした地域で、主に個人農家によ

る低コスト耐候性ハウスの導入が進んだ。出

荷量増大の背景には、農家の規模拡大による

作付面積の拡大が一因としてあげられる。

3　主産地以外は大規模経営が牽引

また、主産地以外でも出荷量の増加がみら

れる。11年比で30％以上伸びているのは、宮

城（102.0％）、福島（67.2％）、兵庫（44.1％）、沖

縄（39.2％）、山梨（34.1％）であり、全体の伸び

率（6.3%）を大きく上回っている（第２表）。

設立年 生産開始年 施設面積
株式会社　A 12年 14年 2.29
株式会社　B 12年 15年 3.30
有限会社　C 13年 14年 2.18
資料 山梨県農政部資料より作成

第3表　 北杜市における大規模経営体の設立状況
（単位　ha）

出荷量 11年比
増加率
（b－a）/
a×100

11年
（a）

16年
（b）

11年比
増加幅
（b－a）

熊本 80,300 101,300 21,000 26.2
福島 3,440 5,750 2,310 67.2
宮城 2,050 4,140 2,090 102.0
栃木 26,500 27,600 1,100 4.2
兵庫 2,110 3,040 930 44.1
沖縄 2,270 3,160 890 39.2
山梨 1,850 2,480 630 34.1
資料 第1図に同じ

第2表　 冬春トマトの出荷量比較
（増加が大きい上位7県）

（単位　トン、％）
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